
人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,154,306 68,334 75,914 ▲ 10.0
賃金（物件費） 71,648 4,242 5,438 ▲ 22.0
一部事務組合負担金（補助費等） 211,087 12,496 13,852 ▲ 9.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 166 10 349 ▲ 97.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 45,858 2,715 3,962 ▲ 31.5
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 24,581 1,455 1,516 ▲ 4.0
▲退職金 ▲ 119,303 ▲ 7,063 ▲ 9,054 ▲ 22.0
合計 1,388,343 82,189 91,977 ▲ 10.6

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.94 8.36 0.58
ラスパイレス指数 90.0 95.5 ▲ 5.5

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

745,450 44,130 47,455 ▲ 7.0

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 341,585 20,222 20,092 0.6
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

18,636 1,103 7,350 ▲ 85.0

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

5,182 307 3,042 ▲ 89.9

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 7 -

▲特定財源の額 ▲ 10,939 ▲ 648 ▲ 1,926 ▲ 66.4
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 583,217 ▲ 34,526 ▲ 42,167 ▲ 18.1

合計 516,697 30,588 33,854 ▲ 9.6

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 宮城県 山元町 

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移 

(%) 

実質公債費比率 
起債制限比率 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

9.3 

H21 

9.6 

H20 

9.2 

H19 

8.6 

H18 

7.6 

H17 

15.6 
16.2 15.9 15.9 

14.9 

人口1人当たり決算額 
(円) 

0 

50,000 

100,000 

150,000 

200,000 

当該団体値 

類似団体内平均値 

類似団体内最大値 

類似団体内最小値 
53,856 

160,520 

91,977 

82,189 

人口1人当たり決算額 
(円) 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

70,000 

当該団体値 

類似団体内平均値 

類似団体内最大値 

類似団体内最小値 

21,494 

57,120 

33,854 

30,588 


